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詐害行為取消権の法的性質とその効力
高　須　順　一
はじめに
　平成 27 年 3 月に国会に提出された債権法改正法案（「民法の一部を改正する
法律」案）では，詐害行為取消権に関する多くの規定が設けられる方針となっ
ている
（1）
。これらの規定中にはこれまでの判例法理を踏襲し，その明文化を図っ
たものも存在するが，判例法理を変更するものも一定程度，存在している。そ
の中でも，詐害行為取消請求の認容判決の効力を債務者及びその全ての債権者
に拡張する法案 425 条は，この約 100 年間の詐害行為取消訴訟のあり方を規定
してきた大判明治 44 年 3 月 24 日民録 17 輯 117 頁（以下，「明治 44 年判例」
という。）によって示された相対的取消構成を変更するものであり，重要な改
正となっている。さらに，被告適格に関する法案 424 条の 7 は，引き続き被告
を受益者あるいは転得者とするものの（同条 1 項），詐害行為取消訴訟を提起
した債権者に債務者に対する訴訟告知を義務付けている（同条 2 項）。この必
要的訴訟告知制度の導入もこれまでの取扱いを変更するものである。
　明治 44 年判例によって基礎付けられた判例法理は，この相対的取消構成の
見直し及び被告適格に関するものに限られるわけではない
（2）
。しかし，この 2 点
について変更が加えられることになれば，その影響は詐害行為取消権制度自体
の理解に関わるものとなることは必定である。そこで，改正法案下における詐
害行為取消権の法的性質を改めて検討し，法案成立後に生じるであろう様々な
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解釈問題について，その理論的前提を提供することは重要な意義を有すると認
識している。さらに，筆者は，今回の債権法改正を審議した法制審議会民法
（債権関係）部会（以下，「法制審部会」という。）の幹事を務め，詐害行為取
消権の改正論議について直接に関与している
（3）
。よって，改正作業の経過を踏ま
えたうえで新たな詐害行為取消権法理の可能性を提供することは，その職責の
ひとつであると考える次第である。
第 1 章　法制審部会における審議の経過
1　中間論点整理までの段階
　平成 21 年 11 月に始まった法制審部会では，まず，改正項目そのものの検討
を行うことから着手された。詐害行為取消権については，平成 22 年 3 月 9 日
開催の第 5 回会議及び同月 23 日開催の第 6 回会議において最初の検討が行わ
れ，ここでは詐害行為取消権の性質そのものに関わる議論から始められた。明
治 44 年判例以来の折衷説的理解と，近時，学説において有力に主張されてい
る責任説による制度設計との比較検討の議論がまずなされた。そのうえで，折
衷説を前提とした場合においても，債務者に対し取消しの効果が及ばないとす
る相対的取消構成については見直すべき旨が指摘され，その関係で債務者に手
続関与の機会を与えるために詐害行為取消訴訟の被告に債務者を加えるべきか
否か（被告適格の論点）が問題となるとされた。また，現在の判例法理が，詐
害行為によって逸出した金銭の返還に関して，取消債権者が直接自己への引渡
しを求めることを容認し，結果として取消債権者の事実上の優先弁済を可能と
していることを取り上げ，このような取扱いを今後も認めるべきか否か（事実
上の優先弁済の論点）について検討の必要があるとされた。さらに，被保全権
利の債権額が詐害行為の目的である財産の価額に満たず，かつ，その財産が可
分である場合には，現在の判例法理が取消債権者はその債権額の範囲内でのみ
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取り消しが可能としていることについても，これを維持するか否か（取消しの
範囲に関する論点）が問題となるとされた
（4）
。
　そして，その後の審議を経たうえで，平成 23 年 4 月 12 日に部会決定された，
「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」（以下，「中間論点整理」
という。）では，詐害行為取消権の規定の見直しに当たっては，責任説等の学
説の問題意識も踏まえつつ，まずは判例法理（折衷説）の問題点を個別的に克
服していく方向で，更に検討することとされた（中間論点整理第 10 の 1 ⑴）。
また，被告適格の論点については，相対的取消しに起因する理論的問題点を克
服するために，詐害行為取消訴訟において，受益者または転得者のみならず債
務者をも被告とするか，あるいは債務者に対する訴訟告知を要するものとする
などして，取消しの効力が債務者にも及ぶようにするかどうかについて，さら
に検討してはどうかと整理された（中間論点整理第 10 の 1 ⑵）。事実上の優先
弁済の論点については，債権回収機能を否定または制限するかどうかについて，
責任財産の保全という制度趣旨との関係のほか，詐害行為取消権の行使の動機
付けという観点などに留意しつつ，さらに検討してはどうかと整理された（中
間論点整理第 10 の 3 ⑴）。そして，取消しの範囲に関する論点は，事実上の優
先弁済を否定または制限する場合には，判例のような制限を設ける合理的な理
由が乏しくなることから，被保全債権の債権額の範囲にとどまらず詐害行為を
取り消せるものとするかどうかについて，さらに検討してはどうかと整理され
た（中間論点整理第 10 の 3 ⑵）。
　中間論点整理までの段階はあくまで論点項目の拾い出しであり，改正の方向
性を見出すものではなかった。そのため，あくまで検討課題に止められている
が，議論の印象としては，判決の効力を債務者にも及ぼすために債務者も被告
に加えることとし，責任財産の保全の趣旨を徹底するためには事実上の優先弁
済については何らかの制限を加え，一方で，被保全債権の債権額の範囲に取消
しを制限する必要はないという詐害行為取消権像がイメージされていたと思料
される。
　そして，このようなイメージの前提には，詐害行為取消権の法的性質に関す
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る新形成権説的な理解が存在すると指摘されていたところである
（5）
。
2　中間試案段階での議論の内容
　中間論点整理決定までの段階を，法制審部会では第 1 ステージと位置付けて
いた。第 2 ステージは，中間論点整理決定後から平成 25 年 2 月 26 日に「民法
（債権関係）の改正に関する中間試案」を決定するまでの段階であり，この段
階が最も充実した審議を行った時期となった。本来の部会審議の他にも少人数
の委員・幹事で構成される分科会が 3 つ組織され，都合 18 回の分科会審議が
部会審議と同時並行的に行われた。
　第 2 ステージにおいて，詐害行為取消権が最初に議論されたのは，平成 24
年 2 月 14 日及び同年 3 月 6 日に実施された第 41 回及び第 42 回会議である。
この会議に提出された「民法（債権関係）の改正に関する論点の検討⑺（部会
資料 35）」では，詐害行為取消権の法的性質について以下のような記述がある。
すなわち，「詐害行為取消権とは，取消債権者が，訴えをもって，取消債権者，
債務者及び受益者または転得者との間で債務者がした詐害行為の取消しを請求
し，かつ，当該詐害行為により逸出した財産がある場合には受益者または転得
者に対して当該逸出財産の取戻しを請求する制度であるという理解に基づいて，
まずは（…中略…）所要の見直しを進めることとしてはどうか」との記述であ
る。そして，審議の内容も概ねその方向で議論がなされた
（6）
。
　この段階では，被告適格の論点については，甲案として債務者を被告に加え
るとの案，乙案として必要的訴訟告知に関する規定を設けるとの案が示された
（7）
。
事実上の優先弁済の論点に関しては，詐害行為により逸出した金銭あるいは価
額償還すべき金銭について取消債権者への直接への引き渡しを認めた上で，取
消債権者がその金銭の債務者への返還債務と債務者に対する被保全債権との相
殺を禁止する旨の規定を設けることが提案されている
（8）
。取消しの範囲に関する
論点は，被保全債権の額が詐害行為の目的財産の価額に満たず，かつ，その財
産が可分である場合には，取消債権者は被保全債権の額の範囲でのみ詐害行為
ができるという案が提示されている
（9）
。
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　第 2 ステージは，最終的に平成 25 年 2 月 26 日の「民法（債権関係）の改正
に関する中間試案」（以下，「中間試案」という。）の部会決定をもって実質的
な審議を終了した。この中間試案では詐害行為取消権に関する上記論点につい
ては，それぞれ以下のように試案化されている。
　まず，詐害行為取消権は，債務者の行為の取消しとともに逸出財産の返還を
請求しうる権利として構成される（中間試案第 15 の 1 ⑴⑵及び同第 15 の 5 ⑴
⑵）。そのうえで，被告は受益者または転得者のみならず債務者も被告とする
ことが中間試案本文の記載となった（中間試案第 15 の 1 ⑶及び同第 15 の 5 ⑶，
これは前記部会資料 35 で甲案とされていた方針である。なお，債務者に対す
る訴訟告知を取消債権者に義務付けるという乙案は注に記載された）。さらに
詐害行為取消しの訴えを認容する確定判決は，債務者の全ての債権者に対して
も効力を有する旨の規定を設けることも提案され，相対的取消構成の見直しは
より鮮明なものとなった（中間試案第 15 の 6）。そして，詐害行為取消しの範
囲に関しては，詐害行為取消権の行使範囲を被保全債権の額の範囲に限定しな
いという規律を原則的な方針とし（中間試案第 15 の 7，なお，限定する案は
注に記載されている），部会資料 35 の提案を修正して責任財産の保全の趣旨を，
より徹底した内容とされた。また，事実上の優先弁済に関しても，相殺禁止の
規定を設けるべきこととされた（中間試案第 15 の 8 ⑷本文，なお，規定を設
けず相殺を禁止しないという案が注記されている）。
　この中間試案において示された方針は，中間論点整理を受けて，詐害行為取
消権を責任財産保全の趣旨のための制度として徹底し，詐害行為取消訴訟の認
容判決の効力を債務者及びその全ての債権者に及ぼすことし（債務者に判決効
が及ぶことは債務者を被告とする以上の当然の結論となる），さらに，事実上
の優先弁済の余地を極力，制限するモデルとなっている。理論的には明快であ
るものの，その硬直的な規律の内容が実務家出身の委員・幹事からは批判を受
ける内容となっていた
（10）
。
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3　要綱段階
　ところが，その後の最終的な要綱案策定に向けた法制審部会における第 3 ス
テージの審議において，このような詐害行為取消権モデルは大きく変容するこ
ととなる。すわなち，平成 26 年 1 月 14 日に開催された第 82 回会議に提出さ
れた「民法（債権関係）の改正に関する要綱案のたたき台⑺（部会資料
73A）」では，詐害行為取消権を引き続き債務者の行為の取消しとともに逸出
財産の返還を請求しうる権利とする基本方針は維持されたものの，「詐害行為
取消権の要件」としては取消しのみを定め，取消しと共に逸出財産の返還を請
求しうる旨及び返還が困難であるときは価額償還を請求しうる旨は，「詐害行
為取消権の行使の方法」というタイトルのもとに，要件に関する規律とは切り
離し，別に規定することとされた
（11）
。また，被告適格の論点は，中間試案本文で
示された提案が覆され，被告は受益者あるいは転得者のみとされ，そのうえで，
債権者は詐害行為取消しの請求に係る訴えを提起したときは，遅滞なく，債務
者に対し，訴訟告知をしなければならない旨の提案に変更されている
（12）
。ただし，
詐害行為取消請求の認容判決の効力は引き続き債務者にも及ぶものとされ，こ
の点が明文化された
（13）
。また，事実上の優先弁済に関する論点についても，相殺
禁止規定を設けるとの中間試案本文の規律を翻し，明文の規定を設けないこと
とし，実務の運用，解釈に委ねることが提案された。これを受けて，詐害行為
の取消しの範囲に関する論点についても，中間試案の方針を変更し，債務者が
した行為の目的が可分である場合あるいは価額償還を請求する場合は，取消債
権者は自己の債権の額の限度においてのみ取消しを請求しうる旨の提案とされ
た
（14）
。
　この内容が，平成 26 年 8 月 26 日に部会決定された「民法（債権関係）の改
正に関する要綱仮案」及び同 27 年 2 月 10 日に部会決定された「民法（債権関
係）の改正に関する要綱案」（以下，「要綱案」という。）にそのまま反映され
た。そして，法制審議会総会は，平成 27 年 2 月 24 日に要綱案を正式に「民法
（債権関係）の改正に関する要綱」（以下，「要綱」という。）として採択し，こ
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の要綱に基づき，「民法の一部を改正する法律」案（以下，「法案」という。）
が策定され，平成 27 年 3 月 31 日に国会に提出されたのである。
　以上の次第であり，詐害行為取消権については，法制審部会における審議の
経過において，基本方針の変遷が見られる。当初，想定された詐害行為取消権
のイメージは，これまでの判例法理とは大きく乖離したものであった。相対的
取消構成の見直し，債務者を被告に加えること，事実上の優先弁済の制限，債
務者がした行為の目的が可分である場合や価額償還の場合であっても取消しの
範囲を制限しない取扱い，そのいずれもが明治 44 年判例その他の判例法理を
変更することを志向するものであった。責任説に依拠した制度設計を行わない
という意味において，まずは判例法理（折衷説）の問題点を個別的に克服して
いく方向で検討するとの基本方針が示されていたが，ここでは判例法理の克服
に力点が置かれていたのである。新形成権説と親和性があり，責任財産の保全
という趣旨に忠実な制度設計である。法制審部会の第 2 ステージまではそのよ
うな方針が維持されていたものと思われる。
　しかし，このような詐害行為取消権像は，理論的に明快ではあるけれども，
現実的な観点からは多くの疑問を呼ぶこととなった。債務者を被告に加え固有
必要的共同訴訟とすることには，実際の訴訟のあり方の面から慎重意見が表明
され，相殺禁止規定を設け事実上の優先弁済を否定することには，そのような
制度で一体誰が詐害行為取消訴訟に踏み切るのかという根本的疑問を提示する
こととなった。また，取消しの範囲を取消債権者の債権額に制限しない取扱い
は，取消債権者に強大な権限を与え責任秩序の調和を害するとの不安を生じさ
せたのである
（15）
。
　かくして，法制審の第 3 ステージでは，詐害行為取消権についての判例回帰
の方向性が強調されることになる。ここでは，判例法理（折衷説）の問題点の
克服は，主に相対的取消構成の点に向けられ，また，被告適格についても従来
のとおり被告は受益者または転得者としたうえで，債権者による債務者に対す
る必要的訴訟告知制度の導入という限度での改正が図られることとなった。新
形成権説的な理解は後退し，従来の判例法理に親和的な詐害行為取消権像が改
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めて想起されることとなったのである。筆者は，以前から詐害行為取消権をど
のようなものとして制度化するかに関しては，債務者の行為の自由を重視する
か（債務者行為尊重型）あるいは債権秩序の維持を重視するか（債権秩序維持
型）という視点と，個別債権者保護を念頭に置くのか（個別債権者保護型）あ
るいは総債権者の保護を前提とした制度とするか（総債権者保護型）の視点が
あり，この 2 つの視点の組合せにより，それぞれ，①取引行為規制モデル（債
権秩序維持型＋総債権者保護型），②限定規制モデル（債務者行為尊重型＋総
債権者保護型），③私法秩序維持モデル（債権秩序維持型＋個別債権者保護型），
④自由放任（レッセフェール）モデル（債務者行為尊重型＋個別債権者保護
型）の 4 つのモデルが想定されること，判例法理及び筆者の支持する責任説に
ついては上記③のモデルであるのに対し，中間論点整理段階における法制審部
会における審議の方向性は上記①ないし②のモデルであり，この方針は取引行
為に対する過度の干渉を招くと指摘した
（16）
。法制審部会におけるその後の第 3 ス
テージの議論を経て，最終的に法制審部会が提示した詐害行為取消権像は，判
例法理及び責任説の立場である上記③の私法秩序維持モデルとなったと評価す
ることができる。
　法制審部会におけるこのような審議の経過を踏まえ，改正法案における詐害
行為取消権の法的性質をどのように理解すべきかについて，次章において検討
する。
第 2 章　改正法案を前提とした詐害行為取消権の法的性質
1　法案の概要とその特徴
　法案 424 条は，詐害行為取消権全体（第 3 編第 1 章第 2 節第 3 款）に関する
冒頭の規定であり，この第 1 項本文において，「債権者は，債務者が債権者を
害することを知ってした行為の取消しを裁判所に請求することができる。」と
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規定している。この条文において，まず債務者の行為の取消しが本質的な内容
であることが宣言されている。そのうえで，詐害行為取消権の行使の方法等の
規律が上記第 3 款の第 2 目として規定されており，この点が今回の法案の特色
となっている。
　行使方法等に関する冒頭の規定である法案 424 条の 6 において，まず受益者
に対する詐害行為取消権及び転得者に対する詐害行為取消権についての行使方
法が規定される。具体的には，①債務者がした行為の取消しとともに，その行
為によって受益者に移転した財産あるいは転得者が転得した財産の返還を請求
することができる旨，②その財産の返還が困難であるときは，債権者は，その
価額の償還を請求することができる旨が，それぞれ規定される。ここでは判例
法理である折衷説的理解が維持されているのである。また，被告適格等につい
ては法案 424 条の 7 が規定し，受益者に対する詐害行為取消訴訟では受益者
（1 項 1 号），転得者に対する詐害行為取消訴訟ではその詐害行為取消訴訟の相
手方である転得者（1 項 2 号）が，それぞれ被告となる旨が定められ，同条 2
項において詐害行為取消訴訟を提起した債権者による債務者に対する訴訟告知
が義務付けられる。必要的訴訟告知は改正によって新設される規律であるが，
その前提として被告適格については明治 44 年判例の立場が維持されている。
そして，債務者がした行為の目的が可分であるときは，取消債権者は自己の債
権の限度においてのみ，その行為の取消しを請求することができるとされ（法
案 424 条の 8 第 1 項），価額償還請求の場合も同様とされる（同条 2 項）。いず
れも従来の判例法理の明文化である。法案 424 条の 9 は，逸出財産の返還の請
求が金銭の支払または動産の引渡しの場合には，取消債権者は直接，自己に対
しこれを請求しうる旨を定め（同条 1 項），価額償還請求の場合も同様とされ
るが（同条 2 項），その後の処理として相殺が許されるか否かについては特に
規定は設けられていない。解釈に委ねる趣旨であり，現行法と同様の立場とな
る。行使方法等に関するこれらの規定は，概ね従来の判例法理を維持するもの
であり，これを前提に必要的訴訟告知制度が導入されていると理解することが
可能である。
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　これに対し，詐害行為取消権の効果については，法案 425 条が，「詐害行為
取消訴訟を認容する確定判決は，債務者及びその全ての債権者に対してもその
効力を有する。」と規定し，明治 44 年判例以来の取扱いを大きく変更している。
詐害行為取消訴訟の被告とされない債務者について何故に認容判決の効力が及
ぶのか，さらに他の債権者にまで判決効が及ぶのはいかなる理由か，これらの
点が問題となるが，法制審部会ではいずれも訴訟法上の問題として十分な検討
がなされなかったところである。
　今回の改正において詐害行為取消権の行使方法として，上記のような規定が
明文化されたこと，そして，効果において従来の相対的取消構成が見直された
ことを踏まえ，改めて詐害行為取消権の法的性質をどのように考えるべきかが
問題となる。この点をまず検討し，相対的取消構成の見直しに伴う判決効の拡
張の点については次章において検討する。
2　判例法理である折衷説的理解の踏襲（法的性質についての基本的理解）
　前章で確認した経過及びその結果として明文化された上記法案の内容に基づ
くならば，今回の改正作業において制度化された詐害行為取消権は，従来の判
例法理である折衷説的処理（詐害行為の取消しと逸出財産の返還）を基本的に
承継したうえで，学説において批判の強かった相対的取消構成を見直すことと
し，それに伴い必要となる所定の規律を設けたものと理解することができる
（17）
。
　ただし，この場合の折衷説的処理がいかなる意味を有するのかについては，
より慎重な検討が必要である。詐害行為の取消しと逸出財産の返還を認める明
治 44 年判例の立場を折衷説として理解するが
（18）
，その趣旨は債務者の行為の取
消しのみならず，逸出財産の返還も詐害行為取消訴訟において請求することが
できるというものである。あくまで行為の取消しが本来的効果であり，それに
加えて返還請求も詐害行為取消訴訟において行うことを認めるのが折衷説であ
る点に着目すべきである。これは明治 44 年判例が，債権者が受益者に対し損
害の賠償を求めることなく，法律行為の取消のみを求めることも許されると判
示していることからも明らかであり，現在の学説においても折衷説の内容とし
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て一般的に承認されているところである
（19）
。つまり，折衷説として説明される判
例法理は，結局のところ，詐害行為取消権の行使としての返還請求の余地を否
定しない取消訴訟のことであり，その本質は債務者の行為の取消しにあるとい
うべきである。今回の改正において，法案が 424 条 1 項本文において詐害行為
の取消しを規定し，逸出財産の返還請求及び価額償還請求については，これを
詐害行為取消権の行使方法として別条文である法案 424 条の 6 に規定している
のは，この折衷説のあり方を忠実に明文化するものと理解すべきである。
　したがって，詐害行為取消訴訟の訴訟物に関する理解も，このような折衷説
の理解に基づく限り多元的なものとなる。債務者の行為の取消しのみを訴訟に
おいて求める場合には，当然，その点に関する形成訴訟のみとなり，取消しに
関する形成判決が言い渡されることになる。これに対し，取消しと共に逸出財
産の返還を求める場合には，形成訴訟たる取消しに係る部分と，給付訴訟たる
返還請求部分が合一されたものとなり，認容判決は形成判決たる取消判決と給
付判決たる返還命令（登記の抹消，支払，引渡し等）を含んだものとなる。ま
た，逸出財産の返還請求が困難な場合には価額償還請求が可能となるが，この
場合には，形成訴訟たる取消しに係る部分と，償還請求部分が合一されたもの
となり，認容判決も形成判決たる取消判決と給付判決たる償還命令（支払）を
含んだものとなる。詐害行為取消権の訴訟物は，債務者の行為を取り消す旨の
形成判決を求めることを本来的なものとしたうえで，これに原告の申立てに応
じて返還請求あるいは償還請求を付加することが許される多元的なものとして
理解されるのである。いわゆる折衷説とはこのような理解であり，法案はこの
考え方を踏襲し，明文化したというべきである
（20）
。
3　判決は債務者の行為の何を取り消すのか（形成判決の内容）
　明治 44 年判例は相対的取消構成を採用することで，詐害行為の取消しが，
他の一般的な法律行為の取消しとは異質なものであることを宣言した。判例が
相対的取消構成を採用した実際上の意義は，債務者を被告から除外することを
可能とした点にあると思われるが，詐害行為取消判決の特殊性を認識させる契
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機となった点も看過してはならない。
　しかしながら，一方で明治 44 年判例が採用した相対的取消構成は，あくま
で債務者に取消判決の効果が及ばないという，簡明ではあるものの非現実的な
法理であったために批判を受けることとなり，結局，今回の改正において変更
を余儀なくされることとなった。詐害行為取消しの特殊性は，取消しの効果が
債務者に及ばないという類のものではなく，むしろ，責任財産の保全のための
取消しであり，その限りにおいて効果が認められるにすぎない点に着目するも
のでなければならなかったのである。相対的取消構成の見直しが現実のものと
なる以上，詐害行為取消しの内容が，一般的な法律行為の取消しと何を異にす
るのかについての新たな検討が必要不可欠というべきであり，この点の検討な
くしては新しい詐害行為取消権制度を正確に理解することはできないと確信す
るものである。
　債務者の所有する財産はいわゆる債務者の責任財産を構成し，金銭債権を有
する債権者による強制執行の対象となる。ところが，債務者がその財産につい
て贈与する等の法律行為をしたり，金銭を他の債権者に対する債務の弁済に充
てるなどすれば，その財産や金銭は債務者の責任財産から逸出し，強制執行の
対象から除外されてしまう。いわゆる責任的反射効であるが，この用語を用い
なくともこの結論自体に異論が生じるわけではなく，当然視されている取扱い
である。詐害行為取消権はこの取扱い，すなわち強制執行が不可能となること
について修正を図るものである。筆者は責任説を支持するものの一人であるの
で，このことを責任的反射効が詐害行為取消判決によって責任法的に無効とさ
れ，再び当該財産に対する強制執行が可能となると説明するが，たとえ，ドイ
ツ法流の責任概念及びこれに基づく責任説を取らなくとも，詐害行為取消権が
逸出した財産に対する強制執行を可能とし，ひいては債権者の権利の実現を図
るための制度であることを否定することは何人にもできないと思料される
（21）
。責
任説を前提としない立場に基づく場合においても，詐害行為取消判決によって
生じる形成的効果の内容が強制執行を可能とする状態への原状回復，すなわち，
債権の摑取力の回復を本来的なものと理解することに抵抗はないものと思料さ
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れる。詐害行為取消認容判決によって生じる本来的な効果は，債権の摑取力の
回復という形成的効果であると考えるべきである。
　そのうえで，取消債権者が逸出財産の返還を取消しと共に請求した場合には，
詐害行為取消認容判決は給付命令を含んだものとなり，逸出財産の返還が認め
られる。この限りでは物権的な返還が認められ，ここでいう取消しは，債務者
の財産逸出行為そのものの取消しとして物権的効果を伴うものとなる
（22）
。また，
取消判決と共に価額償還請求を求めた場合にも，認容判決は償還請求に関する
給付命令を含むものとなると理解される。この限りでは，取消しの効果は価額
償還請求権を発生させるものとして理解される。従来，折衷説というのは取消
判決と給付判決を含んだものであると抽象的に論じることが一般的であったが，
あくまでそれは原告がそのような請求を求めた場合に限られること，給付判決
そのものとは区別される取消判決そのものには形成的効果をもたらす性質しか
有していないことを明確に認識すべきである。
　以上より，折衷説のもとにおいても，詐害行為取消権の本来的性質である取
消判決は債権の摑取力の回復という形成的効果を本質とし，それにどのような
給付判決を付加するかによって最終的な詐害行為取消権の内容（権利の移転と
いう物権的効果そのものを否定する効果や，価額償還請求権を発生させる効
果）が確定されると考える。法案 424 条 1 項は形成的効果が本質であることを
定めた規定したと理解すべきである
（23）
。そのうえで，詐害行為取消訴訟において
給付請求を付加することを端的に認める点が折衷説の特徴であり，法案 424 条
の 6 がこの点を規定すると理解される。今回の改正作業により明文化された詐
害行為取消権は基本的に判例法理である折衷説を維持するものであるが，その
意味はおよそ以上のようなものと考えるべきである
（24）
。
　したがって，詐害行為取消訴訟の認容確定判決によって生じる形成的効果
（取消しの対象）としては，⑴取消しのみを認める確定判決であれば，債務者
の財産逸出行為によりいったん消滅した当該逸出財産に対する債権の摑取力の
回復が，判決によって債務者の行為を取り消すことによって図られることにな
る
（25）
。そして，⑵取消しと逸出財産の返還を認める確定判決であれば，逸出した
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財産の物権的回復が，同様に判決によって債務者の行為を取り消すことによっ
て図られる。また，⑶取消しと価額償還を認める確定判決であれば，被告の償
還義務の発生が，判決により債務者の行為を取り消すことによって，それぞれ
認められることになる。
4　責任説は排除されたか
　法制審部会における審議の経過に鑑みるならば，今回の改正において，詐害
行為取消権について責任説に基づく制度設計が行われたと考えることは適当で
はない。審議の当初から責任説と判例法理である折衷説とを対比する形で議論
がなされ，責任説に基づく制度設計の有為性が指摘されたものの
（26）
，多数の支持
するところとはならず，中間試案段階ではむしろ新形成権説に親和的な詐害行
為取消権モデル（筆者の理解によれば取引行為規制モデルないし限定規制モデ
ル）が構想され，その後の変遷を経て，最終的には現在の判例法理である折衷
説を踏襲するモデル（筆者の理解するところの私法秩序維持モデル）となった
と考えるのが正当である。
　しかしながら，折衷説が開放的性質（オープン性）を有する点及び折衷説と
責任説とが親和的である点を考慮するならば
（27）
，今回の改正により折衷説を前提
とする改正作業がなされたことをもって責任説が理論的に排除されたとまでは
いえないであろう。折衷説は既に指摘したとおり，債権の摑取力の回復という
形成的効果をもたらすことを取消判決の本質と理解したうえで，これに逸出財
産の物権的な回復を命じる給付請求や価額償還請求を併せ請求することを認め
るという見解である。すわなち，取消判決の効果と矛盾しない限りにおいて他
の請求を付加することを認めるところに折衷説の特徴がある。明治 44 年判例
は，詐害行為取消訴訟の性質に関して，債務者の法律行為を取り消し，相手方
が債務者の財産を所有するときはその財産を回復し，財産を所有していないと
きはこれに代えて賠償をさせることによってその担保権を確保することを目的
とするものであると判示している。明治 44 年当時，責任説などを知る由もな
かったが，既にこの段階において，折衷説の本質が取消しと共に債権者の担保
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権（この担保権という表現は債権の摑取力のことに他ならない）の確保である
点を指摘していたのである。そうであれば，第三者のもとでの強制執行を認め，
まさに債権者の担保権（摑取力）を確保する方法もまた折衷説の否定するとこ
ろではないと理解される。
　一方，責任説は責任的反射効を取消判決によって無効とし，当該逸出財産に
ついて再び責任秩序内に回復させることを意図し，この取消判決に強制執行忍
容判決を付加することにより，強制執行を第三者のもとにおいて可能とするも
のである
（28）
。債務者の行為を詐害行為として判決において取り消したうえで，強
制執行を具体的に可能とするための別個の判決を付加する点において折衷説と
共通しており，折衷説の基本的構造にも合致するものである。強制執行忍容訴
請求と組み合わされた取消訴訟では，当該逸出財産に関する責任的反射効を否
定するという効果が生じるのである。すわなち，折衷説を前提とした詐害行為
取消訴訟の類型として，前述のとおり，⑴取消判決のみを求めるもの，⑵取消
判決と逸出財産返還に関する給付判決を求めるもの，⑶取消判決と価額償還請
求（給付判決）を求めるものがあり，今回の改正においてもその点が明文化さ
れた次第であるが，さらに責任説を根拠として取消判決と強制執行忍容判決を
求めるタイプの詐害行為取消訴訟を認める余地があり，今回の改正においてそ
の点が否定されたわけではないと考えるべきである。この第 4 のタイプの詐害
行為取消訴訟が現実のものとなるか否かは，訴訟法上の考慮を不可欠とするも
のであり，ゆえに今回の債権法改正作業の枠内では実現できなかったが，だか
らといって今回の改正により責任説に基づく詐害行為取消権行使の可能性が排
除されたわけではないと思料している。
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第 3 章　認容判決の効力の拡張
1　判決効拡張の根拠
　　⑴　検討の必要性
　法案 425 条が詐害行為取消認容の確定判決の効力の債務者及び他の債権者へ
の拡張を定めている。しかしながら，債務者及び他の債権者は詐害行為取消訴
訟において共同被告ないし共同原告にはなっているわけではない。当事者でな
い者に判決の効力が及ぶためにはそれなりの根拠が必要である。債務者に対し
て必要的訴訟告知がなされるからといって，それで判決の効力が拡張されると
考えるのは根拠が薄弱である
（29）
。訴訟告知に基づき債務者が詐害行為取消訴訟に
参加したのであれば格別，単に訴訟告知のみにとどまった場合において，訴訟
に参加する機会を与えられたというだけで形成力や既判力が及ぶと理解するこ
とはできない。訴訟告知すらなされない他の債権者についてはなおさらである。
訴訟法上の見地からの検討が必要な問題である。
　今回の改正作業はあくまで民法債権法を対象とするものであり，訴訟法を含
めた包括的検討を行うことには限度があった。したがって，何故に債務者及び
その全ての債権者に対して判決の効力が拡張されるのかという民事訴訟法に関
わる問題については，法制審部会において審議を完結することはできず，その
後の検討課題とせざるを得なかった。審議に関わったものの一人として，この
点についての検討の必要を説明し，その前提資料を提供するのが責務と考えて
いる。本稿はその検討のためのひとつの試みである。以下において，まず債務
者に対する判決効拡張の根拠を検討し，続いて他の債権者に対する判決効拡張
の根拠を検討することとする。
　　⑵　債務者への拡張の根拠
　会社法 838 条が，会社の組織に関する訴えに係る請求の認容確定判決につい
て，第三者への判決効の拡張を規定している。このような規定が設けられた趣
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旨は，会社をめぐる法律関係の画一的処理の要請と説明される
（30）
。この規定の適
用のある同法 831 条の株主総会決議取消しの訴えなどは，詐害行為取消権に関
する法案 425 条の趣旨を検討する際に参考になると思料される。
　詐害行為取消訴訟においては団体性を根拠とすることはできない。しかし，
これに類似するものとして，債務者との債権者（ここでは特定の債権者ではな
くその債務者に関する全ての債権者が想定される）との間に形成されている債
権関係秩序を構想することが可能である。すなわち，債権者はその債権の実現
を図るために債務者の財産に対して強制執行を行いうるという意味の摑取力を
有しており，債務者はこの摑取力を受けるという関係がある。取消債権者と受
益者あるいは転得者との間で行われる詐害行為取消訴訟は，この債権者と債務
者との間に存在する摑取力の回復に関するものであり，債権関係秩序の問題で
あるがゆえに，訴訟当事者として取消債権者と受益者あるいは転得者との間で
形成されるこの点の法的判断と，取消債権者と債務者との間に存在するこの点
の理解に差異があっては混乱を生じる。このような観点から，債務者への判決
効の拡張が要請されたと理解することが可能である。詐害行為取消訴訟を認容
する確定判決は，取消債権者と債務者との間の債権の摑取力に関する問題であ
るがゆえに，受益者または転得者を被告とする詐害行為取消訴訟において取消
しが認められた場合にはその効果を債務者に及ぼす必要性が導き出されてくる
というべきである。
　　⑶　他の債権者に効力が及ぶ根拠
　上記のような理解を前提とすれば，法案 425 条が，債務者の全ての債権者に
対しても詐害行為取消認容の確定判決の効力を拡張することについての説明も
了解可能となる。すなわち，債権の摑取力の回復を詐害行為取消訴訟において
図るということであれば，回復された摑取力についてはこれを当該取消債権者
限りと考えるのは，債権者平等の原則に反することになる。債権関係秩序は特
定の債権者と債務者との間で個別的に考えられるべき問題ではない。他の債権
者もまた強制執行により当該逸出財産から満足を受ける地位を与えられるべき
ことは，債権者平等の原則からの当然の帰結であり，これに反して各債権者間
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において差異をもたらすことは妥当でなく，無用な混乱を生じさせるものとな
る。このような債権関係秩序維持の観点から判決効の拡張が根拠付けられると
解すべきである
（31）
。
2　必要的訴訟告知制度との関係
　法案 424 条の 7 第 2 項が，詐害行為取消訴訟を提起した債権者は遅滞なく債
務者に対し訴訟告知を行うべきことを義務付けている。この訴訟告知の趣旨を
どのように理解すべきかが次に問題となる。前述のとおり，訴訟告知そのもの
をもって判決効拡張の根拠と考えることは適当ではない。訴訟告知がなされた
だけでは判決の効力を及ぼす実質的根拠を欠くといわざるをえないし，仮に訴
訟告知に判決効拡張の根拠を求めるとすれば，他の債権者については訴訟告知
すらなされないにも関わらず判決効が拡張されることの合理的説明が困難にな
るからである。
　筆者はこの点について，既に指摘したように取消判決が債権関係秩序の回復
に関わるものであり，債権関係秩序の維持の観点から債務者及びその全ての債
務者との関係においても共通な取扱いが認められるべきことに判決効の拡張の
根拠を求めるべきと考えている。そのうえで，債務者に対する必要的訴訟告知
がなされるのは，拡張される判決が詐害行為取消請求認容の確定判決に対して
であり，債務者に不利益をもたらすものであることに鑑み，債務者に訴訟参加
の機会を与えるための手続保証の趣旨であると考えている
（32）
。一方で，その他の
債権者については請求認容確定判決の効力が拡張されることにより，むしろ利
益を受ける関係にあり，債務者とは利益状況を異にする。よって，その他の債
権者については必要的訴訟告知の対象にはならないと理論的にも考えることが
できるのである
（33）
。
3　拡張される効力の内容
　取消判決の性質は形成訴訟であり，その請求認容確定判決の効力としては当
然，形成力が想定される。詐害行為取消権の法的性質を前章のように考える限
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り，取消判決によって，逸出財産に対する債権者の摑取力の回復という債権関
係秩序維持のための効果が生じると考えるのである。したがって，法案 425 条
により債務者及びその全ての債権者に拡張される判決の効力としては，まずこ
の形成力が想定される。具体的な内容としては債務者と受益者との間の詐害行
為を取り消し，債権者が当該逸出財産に対して有する摑取力の回復を認めると
いう効力である。
　次に，この請求認容の確定判決についての既判力もまた債務者及びその全て
の債権者に拡張されると考えるべきである。形成判決に既判力が生じるか否か
という問題は民事訴訟法上，議論があるが，現在はこれを認めるのが多数的理
解である
（34）
。法案 425 条の解釈においてもこれと異なる理解をすべきような事情
は存しない。現に法制審部会における審議においても，法案 425 条により拡張
される判決効の内容は既判力を含むことが指摘されている
（35）
。
　これに対し，取消債権者が詐害行為の取消しと共に逸出財産の回復のために
行う抹消登記請求訴訟や金銭支払請求訴訟等に関する給付判決の効果は，債権
関係秩序そのものに関わるものではなく，あくまで取消判決により形成された
債権関係秩序を前提に，取消債権者の具体的な権利行使手段に関わるものであ
る。形成判決ですらないこの判決部分について，執行力や既判力の拡張を認め
ることは困難である。また，拡張の必要もないと思料される。したがって，法
案 425 条が規定する，「詐害行為取消請求を認容する確定判決」とは，債務者
と受益者との間で行われた行為を取り消す旨を判決主文とする判決部分のこと
を意味するものと理解すべきである。
　なお，取消判決の効力については，前章の 3 の末尾に記載したとおり取消判
決に対して，いかなる給付判決を付加するかによって異なるというのが折衷説
からの帰結となる。この場合に，法案 425 条により拡張される判決効の内容が，
これらの付加される給付判決との関係で導き出される取消しの効果を含むもの
であるのか，あるいは，取消判決の本来的効果である債権の摑取力の回復とい
う効果に限定されるべきかについては議論の分かれるところと思料される。筆
者は責任説的発想に慣れ親しんでいるので，給付判決が付加された場合であっ
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ても，また，その態様がどのような場合であっても，拡張される判決効の内容
は債権の摑取力の回復という本来的効力部分に限ることに格別の障害を感じな
いなが，取戻構成に依拠する伝統的な理解によれば，そのような考えには抵抗
感があるかもしれない。この点は，折衷説が有する理論的曖昧性に由来する問
題（筆者はこれを，「詐害行為取消権の性質について折衷説を維持することに
より不可避的に生じる歪み」と名付けている）であり，単純かつ明快な結論を
導くことは困難と考えている。
第 4 章　総括
　今回の債権法改正においても，詐害行為取消権の性質については明治 44 年
判例以来の折衷説が基本的に維持されたと理解されるが，留意すべきは折衷説
の理解そのものである。詐害行為の取消しと逸出財産の取戻しという説明は，
債務者に対する逸出財産の現物返還が可能となる典型的な場面を想定したもの
にすぎず，取消しと価格賠償（価額償還）との組合せや，取消しのみの請求も，
明治 44 年判例以来の判例法理は認めてきたのである
（36）
。この点から順次，以下
の 3 つの理解を導くことが可能となる。
　1 点目は，詐害行為取消権の行使による逸出財産の物権的回復は，あくまで
取消判決に逸出財産の回復（抹消登記，引渡等）を命じる給付判決が付加され
た場合の詐害行為取消訴訟の効果にすぎないという点である。すなわち，従来，
折衷説の下で物権的回復が認められるとされてきたが，それはあくまで給付判
決により付与された効果であり，詐害行為取消権本来の効果は，債務者と受益
者との間の一定の行為を詐害行為として取り消すことそのものにあり，取消判
決の本質は逸出財産に対する債権者の摑取力の回復という点にある。この効果
から詐害行為取消権の行使としての物権的回復請求（逸出物に対する返還請求
訴訟），価格賠償（価額償還）請求等が可能となり，このような多元的な処理
を詐害行為取消権の行使として認めるのが，まさに折衷説であったという理解
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である。
　2 点目は，1 点目からの発展的理解であるが，折衷説が詐害行為取消権の法
的性質を，詐害行為の取消し，すわなち，債権の摑取力の回復そのものという
本来的部分と，それに付加される債権の摑取力回復に伴う具体的な権利行使方
法の部分からなるという理解が認められるならば，その付加部分にどのような
摑取力回復手段を付与するかは，民法の規律のみで決せられる問題ではなく，
民事訴訟法及び民事執行法等の手続法的規律をも総合して随時，決定されるべ
きという理解である。折衷説は単に詐害行為の取消しと逸出財産の取戻しとの
併存を可能としたことに尽きるのではなく，取消しそのものと摑取力回復手段
とをもって詐害行為取消権の法的性質と理解することを可能とした点にこそ，
その真価があるというべきである。今回の債権法改正は，詐害行為取消権に特
化した改正作業ではなかったため，民事手続法の改正までを視野に入れること
はできなかった。また，今回の改正の基本方針は，「民法の現代化」と共に
「判例法理の明文化」であった
（37）
。それゆえに，改正法案に示された詐害行為取
消訴訟類型は，①取消判決のみを求める訴訟類型が認められることを前提とし
たうえで，②取消判決プラス取戻判決型（これにはさらに，424 条の 6 各項前
段が規定する逸出不動産の抹消登記等の給付判決を求める類型と，424 条の 9
第 1 項が規定する逸出金銭，動産の取消債権者への支払い，引渡等の給付判決
を求める類型とが存在する），③取消判決プラス価額償還型（424 条の 6 各項
後段が規定する）という，既に判例法理により権利行使方法が確立している 3
類型のみとされた
（38）
。しかし，折衷説はこれ以外の組合せを排除するものではな
く，解釈による権利行使方法の追加を認める開放的性質（オープン性）を有し
ていると理解される。
　よって，強制執行忍容訴訟に関する手続法的環境が整えば，改正法案のもと
においても，取消判決プラス強制執行忍容訴訟という第 4 の権利行使類型は可
能と考えるべきである。責任説による解決も排除しない折衷説のオープン性こ
そが，今回の債権法改正作業において折衷説が引き続き維持された真の理由で
あるというべきであろう。このようなオープン性を有する折衷説が，改正法案
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下における詐害行為取消権の法的性質として理解されるところであり，仮にこ
の改正法案下における折衷説を，取消判決と取戻判決の折衷というこれまで伝
統的に説明されてきた狭義の意味の折衷説と区別する表現上の必要があるなら
ば，多元説とでも称すべきものと思料される
（39）
。
　3 点目は，詐害行為取消権の効果との関係である。425 条は，詐害行為取消
認容の確定判決の効力が債務者及びその全ての債権者に及ぶことを規定するが，
訴訟当事者ではないこれらの者に判決効が及ぶことの理論的根拠は，法制審部
会における審議からは必ずしも明らかになっていない。しかし，詐害行為取消
権の本来的性質が詐害行為の取消しにあり，これは債権者の逸出財産に対する
摑取力の回復を意味すると理解するならば，この問題は単に取消債権者と受益
者・転得者との間にとどまるものではなく，全ての債権者と債務者との間の債
権秩序に関わるものとなり，この債権関係秩序維持の要請から詐害行為を取り
消す旨の形成判決に一定の判決拡張効が認められると説明することが可能とな
る。詐害行為の取消しとそれに基づく物権的返還という伝統的な理解にのみ固
執する限りは，詐害行為取消認容判決の判決効の拡張という改正法案の規律を
正当に根拠付けることは困難である。これまでは相対的取消構成という明治
44 年判例の立場に基づいて，判決効拡張の問題が顕在化することを巧みに回
避してきたが，今回の改正によってそれも困難となった。改正法案における詐
害行為取消権は，相対的取消構成を前提としない折衷説（あえて名称を付する
ならば，前述のとおり多元説）を採用したのであり，このことの本来的意味を
理解することが肝要と考える次第である。
　債権法改正法案が国会で成立し施行に至れば，詐害行為取消権に関する実務
は大きく変容することになる。現時点では必ずしも解答が用意されていない新
たな解釈問題が多数，噴出することが予想される。その際には，詐害行為取消
権の制度根拠あるいは法的性質という点からの検討が必要不可欠となる。その
ための理論的前提を提供する作業をいち早く行うことが重要と考えており，本
稿がそのような作業の一端となれば幸いである。
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補　遺
　本稿については下森定法政大学名誉教授から読後感をお寄せいただいた。詐
害行為取消認容判決の効力が債務者の他の全ての債権者に及ぶ根拠として債権
者平等の原則に着目した場合でも，他の債権者の権利行使の具体的内容を考え
る際には，強制執行手続きのあり方，強制執行制度における優先主義・平等主
義の違いなどを考慮しなければならないとのご示唆を頂戴した。改めて実体法
と手続法が交錯する詐害行為取消権の制度理解の難しさを実感している次第で
ある。複数の債権者による詐害行為取消権行使のあり方等について，行使後の
強制執行の適用内容も視野に入れたうえで，今後，さらに研究して行きたいと
考えている。
　下森名誉教授が法学志林 56 巻 3 号（1959 年）においてパウルスの責任説を
わが国に紹介して以来，半世紀余が経過した。以来，詐害行為取消権の法的性
質に関する理論的研究は大いに進化し，また，多様化している。債権法改正が
現実のものとなろうとしている現在，詐害行為取消権の法的性質について，改
正法案の内容に照らした検討を今一度，行ってみたいとの筆者の意図をお汲み
取りいただいたうえで，今後の検討の視点となる貴重なご示唆を頂戴したこと
に感謝申し上げる次第である。
（1）　改正法案における詐害行為取消権の規定は，⑴詐害行為取消権の要件（第 3 編第 1 章第 2 節
第 3 款第 1 目，424 条ないし同条の 5），⑵詐害行為取消権の行使の方法等（同第 2 目，424 条の
6 ないし同条の 9），⑶詐害行為取消権の行使の効果（同第 3 目，425 条ないし同条の 4），⑷詐害
行為取消権の期間の制限（同第 4 目，426 条）にそれぞれ区分され，合計で 14 箇条の条文が設
けられる方針である。なお，これらの改正法案の規定の概要は，拙稿「民法（債権関係）改正の
エッセンス：各論④詐害行為取消権」NBL1047 号（商事法務，2015 年）13 頁を参照されたい。
（2）　この 44 年判例が示した内容は，概ね以下のとおりである。①詐害行為の取消しは一般法律行
為の取消しとその性質を異にし，その効力は相対的にして何人にも対抗すべき絶対的なものでは
ない。②よって，債務者に対して訴えを提起しその法律行為の取消しを求める必要はない。③債
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権者が受益者に対して詐害行為取消権を行使し法律行為を取り消して賠償を求めることも，ある
いは転得者に対して同一訴権を行使し直接にその財産を回復することも全くの自由である。④詐
害行為取消訴訟は単純な確認訴訟ではなく，債務者の法律行為を取り消し，相手方が債務者の財
産を所有するときはその財産を回復し，財産を所有していないときはこれに代えて賠償をさせる
ことによってその担保権を確保することを目的とするものである。⑤債権者が受益者に対し損害
の賠償を求めることなく，法律行為の取消しのみを求めることも許される。
（3）　法制審部会において，筆者が提出した詐害行為取消権に関する意見書等としては，⑴「詐害
行為取消権（部会資料 35 の第 2）についての意見」（第 41 回会議・委員等提供資料），⑵「詐害
行為取消権の法的性質に関する責任説の有為性について」（第 43 回会議・委員等提供資料），⑶
「部会資料 51 の第 2（詐害行為取消権）に関する質問事項」（第 62 回会議・委員等提供資料）が
ある。これらは目下のところ，法務省のホームページ（http : //www.moj.go.jp）で閲覧が可能
である。
（4）　これらの検討項目についての詳細は，第 5 回及び第 6 回の法制審部会において検討資料とさ
れた，民法（債権関係）の改正に関する検討事項⑵詳細版（部会資料 7─2）に記載されている。
この資料も法務省のホームページで閲覧可能であるし，また，刊行物として，商事法務編『民法
（債権関係）部会資料集第 1 集〈第 1 巻〉』（商事法務，2011 年）が市販されている。
（5）　詐害行為取消権の性格を，逸出した財産を債務者の一般（責任）財産に戻して債権者がそれ
によって満足を得る制度であると理解し，詐害行為取消訴訟の形成訴訟としての性質を強調する
説である（前田達明「詐害行為取消訴訟試論」判例タイムズ 605 号 2 頁（判例タイムズ社，1986
年）。債務者の意思表示の取消しである以上，債務者を受益者と共に共同被告とすることは当然
とし，また，債務者を共同被告とすることにより，債務者の債権者への給付を詐害行為取消判決
で命じることが可能となり，実質的に 1 回の訴訟で強制執行が可能となると説明される。さらに
取消しの範囲についても，逸出財産の一般（責任）財産への全面的な復帰を認めることに不都合
はないとしている。
（6）　民法（債権関係）の改正に関する論点の検討⑺（部会資料 35）第 2 の 1 ⑴。刊行物としては，
商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第 2 集〈第 5 巻〉』（商事法務，2013 年）347 頁。なお，
筆者は，前記（注 3）記載のとおり，第 41 回会議及び第 43 回会議にそれぞれ意見書を提出して
いる。この意見書は責任説に基づく詐害行為取消権制度の改正の有為性を主張したものである。
また，筆者は第 41 回及び第 42 回の議論を踏まえ，改めて責任説に基づく改正の可能性について
第 43 回会議（平成 24 年 3 月 27 日開催）の冒頭に概括的な発言をしている。その内容について
は第 43 回会議の議事録を参照されたい。刊行物といては前掲本注資料集 130 頁以下に記載され
ている。
（7）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 1 ⑵。刊行物としては前掲（注 6）資料集 350 頁。
（8）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 3 ⑵。刊行物としては前掲（注 6）資料集 388 頁。
（9）　前掲（注 6）論点の検討⑺第 2 の 3 ⑶。刊行物としては前掲（注 6）資料集 391 頁。
（10）　中間試案によって示された詐害行為取消権モデルに対する実務家の批判を要約したものとし
て，拙稿「みえてきた平成民法の姿─実務の観点からの検証」法律のひろば第 66 巻 5 号（ぎょ
うせい，2013 年）32 頁。
（11）　民法（債権関係）の改正に関する要綱案のたたき台⑺（部会資料 73A）は，まず第 6 の 1
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⑴において，「債権者は，債務者が債権者を害することを知ってした行為の取消しを裁判所に請
求することができる。」（ただし書省略）と規定する。そのうえで，同第 6 の 6 において，「詐害
行為取消権の行使の方法」として新たな規定を設けることを提案している。そこでは，「債権者
は，前記 1 ⑴の請求において，債務者がした行為の取消しとともに，当該行為によって受益者に
移転した財産の返還を請求することができる。受益者が当該財産の返還をすることが困難である
ときは，債権者は，価額の償還を請求することができる。」と規定される（同第 6 の 6 ⑴）。この
ように詐害行為取消権に関する冒頭規定には単に取消しのみを規定し，逸出財産の返還あるいは
価額償還は行使方法と位置付けたことは，詐害行為取消権の本質あるいは法的性質の核心部分が，
債務者と受益者間の行為の取消しにあるとの理解を可能とするものである。この点については別
途検討する。
（12）　前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺第 6 の 6 ⑶及び⑷。
（13）　既に中間試案の段階から詐害行為取消請求認容の確定判決は，債務者の全ての債権者に効力
が及ぶ旨を明文化することとしていたが，前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺第 6 の 9 において，
この規定に債務者も加えることが提案された。
（14）　前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺第 6 の 7 ⑴及び⑵。
（15）　前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺には，以下の記述がある。
　　まず，債務者を被告に加えるべきか否かに関しては，「債務者を被告とする場合の併合形態は
固有必要的共同訴訟であるから，債務者が行方不明であったり，法人である債務者の代表者が欠
けていたりする場合には，公示送達や特別代理人の選任が必要となり，債務者が死亡した場合に
は，訴訟手続が中断するなど，円滑な訴訟の進行が害されるおそれがある旨の指摘，詐害行為取
消訴訟の紛争の実態は限りある責任財産の奪い合いであり，債務者は詐害行為取消訴訟について
実際上の利害関係を失っている（訴訟の帰すうに関心を失っている）ことが多いため，債務者を
被告とすることを強制する必要性は乏しいことが多く，手続保障としては債務者への訴訟告知が
されれば足りる旨の指摘，上記のとおり多くの債務者は詐害行為取消訴訟を積極的に追行する意
欲に乏しいと考えられるから，債務者を被告とするとむしろ和解等による柔軟な紛争解決の妨げ
となる可能性がある旨の指摘がある。」（前掲（注 11）要綱案のたたき台⑺ 51 頁。）と記載され
ている。
　　次に，事実上の優先弁済の制限に関しては，「相殺による事実上の債権回収機能を否定すると，
実務上相当の手間をかけて行われる詐害行為取消権を行使するインセンティブが失われ，ひいて
は詐害行為に対する抑止力としての詐害行為取消権の機能をも失わせることになる旨の指摘，取
消債権者による相殺を禁止し，債務者の取消債権者に対する返還債権を目的とする債権執行を要
求したとしても，他の債権者が転付命令前に執行手続に参加することは実際上想定しにくく，取
消債権者の手続的な負担が増えるだけとなる可能性もある旨の指摘，債務者は取消債権者からの
訴訟告知を受けて被保全債権の存在や債務者の無資力等について争う機会を与えられ，他の債権
者も詐害行為取消権を行使する機会が等しく与えられており，受益者にとっても詐害行為取消権
の要件が明確にされ適切に限定されるのであれば著しく保護に欠けるとまでは言えない旨の指摘
がある。また，仮に相殺禁止に関する明文の規定を置かないとしても，相殺権濫用の法理などに
よって相殺が制限されることも考えられ，とりわけ個別の事案における債権者平等の観点からそ
のような判断がされることは十分にあり得る（弁済の取消しに関する事案など）。」（前掲（注
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11）要綱案のたたき台⑺ 55 頁。）と記載されている。
　　取消の範囲に関しては，「これに対しては，被保全債権の額を超えて取消権の行使を認めると，
取消債権者が受領した金銭を費消する等のおそれがあり，その場合には金銭を費消した取消債権
者の無資力のリスクを債務者や他の債権者が負担することになる旨の指摘，倒産手続と異なり総
債権者に対する配当等の手続も整備されていないことから，詐害行為取消権の行使範囲は被保全
債権の額の範囲にとどめるのが相当である旨の指摘，詐害行為取消権の制度は，債権者代位権と
同様，債権者が自己の債権を保全するために行使するものであるから，詐害行為取消権の行使範
囲は被保全債権の額の範囲に限定すべきである旨の指摘がある。」（前掲（注 11）要綱案のたた
き台⑺ 53 頁。）と記載されている。
（16）　拙稿「詐害行為取消権の法的性質に関する実証的検討（下）─責任説をめぐって」NBL950
号（商事法務，2011 年）50 頁。
（17）　第 2 章 1 の本文で指摘した法案の他にも，詐害行為の効果が債務者に及ぶことを前提とした，
①債務者の受けた反対給付に関する受益者の権利に関する規定（法案 425 条の 2），②受益者の
債権の回復に関する規定（法案 425 条の 3），詐害行為取消請求を受けた転得者の権利に関する
規定（法案 425 条の 4）などがある。
（18）　中田裕康『債権総論　第三版』（岩波書店，2013 年）272 頁，潮見佳男『債権総論〔第 4
版〕』（信山社，2012 年）242 頁。
（19）　中田前掲（注 18）259 頁，潮見前掲（注 18）243 頁。
（20）　折衷説は，あくまで請求訴訟の性質を有する返還申立てを詐害行為取消権の内容として認め
るものである。この点において形成権説とは区別される。ただし，その場合の返還請求権やこれ
に代わる価格賠償請求権の法的性質について通説たる相対的無効説の論者が必ずしもこれを明確
にしていない点を指摘するものとして，奥田昌道編『新版注釈民法（10）Ⅱ』（有斐閣，2011
年）924 頁〔下森定執筆部分〕。
（21）　詐害行為取消権を逸出した財産を物権的に債務者のもとに復帰させる制度であると硬直的に
理解する立場は，比較法的にも極めて特殊であり，少なくとも英米独仏の現在の民法には見られ
ないものであると指摘されている。
　　すわなち，英米法におけるこの種の規定は，イギリスの Statute of Elizabeth, 1570, 13 Eliz. 
Ch. 5（1570）に起源を有すると説明される（水野吉章「詐害行為取消権の理論的再検討⑴」北
大法学論集 58 巻 6 号 540 頁）。これが，アメリカ合衆国の統一州法としての UFCA（Uniform 
Fraudulent Conveyance Act 1918）及びその後の UFTA（Uniform Fraudulent Transfer Act 
1984）に継承されていく。このエリザベス法に定められた効果は，債務者の資産に対する直接の
執行を認めるものであり（飯原一乘『詐害行為取消訴訟の実務と理論』（悠々社，2015 年）107
ページによれば，1571 年の Mannock’s Case によって直接の執行が認められたと指摘されてい
る。），また，UFCA では§9 ⑴（b）が，UFTA では§7（b）がそれぞれ逸出財産に対する強制
執行を規定している（飯原前掲 153 頁）。
　　これに対し，1804 年制定のフランス民法典では，当初，詐害行為取消権の効果について無効
構成（無効訴権）に依拠し，債務者の財産に戻したうえで全ての債権者の共同担保とするという
理解から出発した。しかし，その後の 19 世紀及び 20 世紀の議論を経て，新たに詐害行為取消権
を「対抗不能」訴権と考える理解が今日的通説となっていると指摘される（片山直也『詐害行為
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の基礎理論』（慶應義塾大学出版株式会社，2011 年）469 ページ以下）。この見解は，債務者と受
益者間に生じた契約関係は存続させたうえで，契約の結果として生じる対抗（力）という間接的
効果を剥奪し，対抗不能とするのが詐害行為取消権であると理解するものであり，受益者のもと
にある逸出財産を債務者に戻すことをせずに，受益者の下における強制執行を可能とするもので
ある。
　　そして，ドイツ法においては，1879 年制定の債権者取消権法以来，現在に至るまで債権説が
判例及び伝統的通説であるとされる（下森定『債権者取消権の判例総合解説』（信山社，2010
年）15 頁）。同書によれば，債権説は，詐害行為取消権について，債務者の行為を物権的に取り
消すものではなく，債権者との関係において債権的な効果のみを生じさせ，目的物が被告たる受
益者に帰属している場合には執行忍容訴訟を，被告に帰属していない場合には価格賠償請求を認
める見解とされる。その後，ドイツにおいても 1900 年の民法（旧民法）制定などを経て実体法
と訴訟法との分化が進められる過程において，物権説が登場したが通説・判例にはならなかった
とのことである。したがって，ドイツ法でも受益者の下での強制執行がなされることになる。な
お，この債権説は実体法と訴訟法が未分化であった当時の産物であり，分化が完成した現行法体
系下では実体法的角度から再検討が必要とし，絶対的無効でも相対的無効でもなく，「責任法的
無効」という実体法上の法概念を創出するのが，責任説であり，債権説に比べ格段の理論的明確
性を有するとされる。この責任説のもとにおいても，逸出財産を受益者・転得者のもとに留めた
うえで強制執行忍容訴訟により強制執行が実現される（以上につき，下森定『詐害行為取消権の
研究─下森定者作集Ⅰ─』（信山社，2014 年）149 頁）。わが国においても責任説は現在，有力に
主張されており（その泰斗のお一人が下森定法政大学名誉教授である），今回の法制審部会にお
ける審議においても判例法理と共に検討の対象とされたのである。
（22）　ただし，これには債権者の摑取力の回復のための返還であるという制約が伴うものと理解す
べきである。したがって，物権的な回復を受けた債務者が債権者の摑取力の回復とは無関係の目
的にこれを処分する等の行為に及ぶことは本来，許されないこととなり，処分権の濫用あるいは
逸脱の問題として法的制限が課されることになる。具体的にどのような制限法理を構築すべきか
については，さらなる検討が必要となる問題であり，また，本稿のテーマから離れることになる
ので，ここでは基本的な解釈方針を示すことにとどめ，別稿に委ねる予定である。
（23）　法案 424 条 2 項は財産権を目的としない債務者の行為については詐害行為取消権の適用がな
い旨を規定し，同条 3 項は取消債権者の債権は詐害行為の前の原因に基づいて生じたものである
ことを要求する。また，同条 4 項は執行力のない債権をもって詐害行為取消権を行使うることは
できないと規定する。これらは，いずれも法案 424 条 1 項による詐害行為取消しの効果が債権の
摑取力の回復という形成的効果であると考えるからこそ正当化することができる規定である。
（24）　詐害行為取消権の本来的性質を取消の部分に求め，これに返還請求の部分を付加するという
発想は，もともとが新形成権説に見られたものである。新形成権説は詐害行為取消訴訟の実務的
取扱いに着目し，そこから上記のような発想に基づく詐害行為取消権の法的性質が導き出される
としている。今回，法制審部会の審議の当初において，新形成権説的な発想が重視された背景に
はこの実務的取扱いとの親和性が影響していたことは想像に難くない。最終的な法制審議会の要
綱及びこれに基づく法案は，結局，新形成権説の内容とは一線を画するものとなった。しかし，
取消判決の部分を本来的性質と捉え，これに返還請求を付加することを詐害行為取消権の性質と
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して認めるという新形成権説の基本的視点は，折衷説的理解を前提とする最終的な要綱及び法案
に反映されたと理解される。
　　もっとも，現在の実的的取扱いを規定しているのが明治 44 年判例以来の折衷説であったこと
を考えれば，このようなかたちで新形成権説の基本的発想が折衷説的理解と結びつくことは，あ
る意味では当然であったというべきであろう。折衷説については，従来，その結論の妥当性のみ
が重視され，理論的根拠が曖昧なままとされてきた部分がある。しかし，詐害行為取消の本来的
性質を取消の部分に求め，これに返還請求の部分を付加するという発想は折衷説自身がもともと
有していたものであり，決して異質なものではなかった。それが新形成権説を意識した改正作業
を通じて顕在化するようになったと理解することができる。
（25）　折衷説の下においても，取消判決のみを求めることができることは明治 44 年判例が既に明
らかにするところである。この場合には，その本質的性格である債権の摑取力の回復が取消しの
効果として認識されることになる。従来，債務者が受益者に対する債権を免除した場合などが，
取消しのみを求める詐害行為取消訴訟の典型例とされているが，請求認容訴訟の確定により免除
により消滅したはずの第三債務者に対する摑取力が回復することになる。
（26）　その具体的内容は，前掲（注 3）の「詐害行為取消権の法的性質に関する責任説の有為性に
ついて」（第 43 回会議・委員等提供資料）を参照されたい。
（27）　逸出財産の物権的な回復を認める従来の折衷説と第三者の下での強制執行を指向する責任説
とは，その行使方法を異にするものであるが，あくまで取消債権者が強制執行により自らの債権
の回収をはかるための準備段階として詐害行為取消権を行使するものであり，ともに私法秩序維
持モデル（債権秩序維持型＋個別債権者保護型）に属するものとして親和性のある見解というべ
きである。以上の点について，拙稿前掲（注 16）NBL 論稿 50 頁。
（28）　強制執行忍容訴訟及びその判決のあり方については，拙稿「詐害行為取消権の法的性質に関
する実証的検討（上）─責任説をめぐって」NBL949 号 11 頁（商事法務，2011 年）。なお，こ
の強制執行忍容訴訟をもって，詐害行為取消訴訟とは別個独立の訴訟とみるか，あるいは詐害行
為取消訴訟において本来の取消判決に付加される請求のひとつと見るかは，詐害行為取消権制度
全体の理解のなかで判断すれば足りる事柄である。従来の責任説はあくまで詐害行為取消権の法
的性質として形成訴訟たる取消判決のみを想定するので，強制執行忍容判決は別個のものと理解
するが，折衷説との親和性を意識するならば，詐害行為取消訴訟において取消判決に付加される
選択肢のひとつとして強制執行忍容訴訟を想定することも不可能ではないと思われる。
（29）　中間試案段階では，債務者を被告に加えるとの提案がなされ（中間試案第 15 の 1 ⑶及び同
第 15 の 5 ⑶），そこから必然的に詐害行為取消判決の効力は債務者に及ぶとされていた。それが
その後の法制審部会の第 3 ステージにおいて，債務者を被告とせずに必要的訴訟告知の対象とす
る方針となった。そのうえで判決効については請求認容の確定判決に限定のうえではあるが引き
続き債務者に及ぶとされ，法案化されている（法案 424 条の 7 第 2 項及び 425 条）。このような
経緯を踏まえ，必要的訴訟告知制度の導入をもって確定判決効拡張の根拠と考えるかのような指
摘がなされることがある。しかし，そのような指摘は訴訟法的には受け入れ難いところである。
訴訟告知をもって判決効拡張の根拠とすることが妥当でない点について，拙稿「訴訟告知の効力
（下）～債権法改正の文脈において～」NBL1064 号（商事法務，2015 年）43 頁。
（30）　別冊法学セミナー 239 号『新基本法コンメンタール・会社法 3〔第 2 版〕』（日本評論社，
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（31）　この点について責任説は従来から債務と責任の概念上の区別を認め，詐害行為取消権は債務
者の財産の譲渡に伴う責任的反射効を取り消すものであると理解してきた。そして，その性質は
形成訴訟でありその判決の効果は債務者の全ての債務者に及ぶと考えてきたところである（下森
前掲（注 20）新版注釈民法 803 頁及び 938 頁。）。これに対し，折衷説的理解の下では明治 44 年
判例の採用する相対的取消構成がこれまで強い影響力を有していたため，このような発想には馴
染みがなかったところである。しかし，相対的取消構成の見直しが現実のものとなった以上は，
もはや明治 44 年判例の法理に依拠することはできないのであり，折衷説的理解を前提としたう
えでも新たな視点で取消判決の効果を考えなければならない段階が到来したというべきである。
（32）　筆者の見解は拙稿前掲（注 29）NBL 論稿において詳細に論じたところである。訴訟告知に
は，被告知者に参加的効力を生じせせることを主眼とする告知者のための訴訟告知と，被告知者
に対する手続保障の趣旨でなされる被告知者のための訴訟告知があることは現在，一般的に指摘
されるところであるが，後者の被告知者のための訴訟告知にも，敗訴判決の効果が及ぶ第三者に
対して，訴訟係属の事実を知らせ訴訟参加の機会を実質的に確保するための判決効拡張保障型訴
訟告知と，権利行使の競合が認められる場合において，原告の権利行使（訴訟着手）の事実を当
該第三者に知らせ，権利行使の機会を保障する権利行使保障型訴訟告知があるというのが筆者の
見解である。このうち詐害行為取消訴訟における法案第 424 条の 7 第 2 項の規定は，判決効拡張
保障型訴訟告知に属すると考えている。
（33）　取消債権者と他の債権者との間には権利行使の競合が認められるべき場合であり，権利行使
保障型訴訟告知が問題となるが，その場合においても詐害行為取消訴訟の原告たる取消債権者に
対して訴訟告知義務を課すべきではない点については，拙稿前掲（注 29）NBL 論稿 47 頁（注
36）参照。
（34）　形成判決について既判力が生じるか否かについて，かつてはこれを否定する見解がドイツ民
事訴訟法学の影響もあり，我が国においても有力に主張されたが，その後，ドイツにおいても既
判力を肯定する見解が趨勢となったことを受け，現在は我が国でも形成判決の既判力を認めるの
が一般的になっている。このことを指摘するものとして，森勇「形成判決の既判力」新堂幸司監
修＝高橋宏志・加藤新太郎編集『実務民事訴訟講座〔第 3 期〕第 3 巻』（日本評論社，2013 年）
353 頁。
（35）　平成 24 年 11 月 13 日に開催された法制審部会第 62 回会議において，山本和彦幹事より，詐
害行為取消を認める判決が債務者の他の債権者との関係において拡張される場合には，既判力も
これに含めるべきであるとの発言がなされている。刊行物としては商事法務編『民法（債権関
係）部会資料集第 2 集〈第 9 巻〉』（商事法務，2014 年）177 頁。
（36）　その意味では，逸出財産が金銭または動産の場合に，大判大正 10 年 6 月 18 日民録 27 輯
1168 頁以来の判例法理が，取消債権者への直接の支払い，引渡しを認めてきたが，これも本来
的な意味での債務者への逸出財産の回復とは異なる取り扱いであったというべきであろう。判例
法理が取消判決に付加して給付判決を認めるという多元的な扱いをしてきたという意味において，
折衷説という用語が用いられたにすぎないと理解される。
（37）　平成 21 年 10 月 28 日の法制審議会総会において，法務大臣から，「民事基本法典である民法
のうち債権関係の規定について，同法制定以来の社会・経済の変化への対応を図り，国民一般に
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分かりやすいものとする等の観点から，国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い契約に関す
る規定を中心に見直しを行う必要があると思われるので，その要綱を示されたい。」との諮問が
なされている（諮問第 88 号）。「社会・経済の変化への対応」という表現は，民法の現代化を意
識したものであるし，「分かりやすいものとする」との指摘は，判例法理を明文化することを念
頭に置いたものである。
（38）　中間試案段階では，逸出財産の返還について，財産の種類ごとに具体的な規定を設けること
が検討された。そこでは，逸出財産が債権である場合，⑴債権譲渡通知がされているときは，詐
害行為取消により当該債権が受益者・転得者から債務者に移転した旨の通知，⑵債権譲渡登記が
されているときは，その譲渡登記の抹消登記手続又は債務者を譲受人とする債権譲渡登記手続を
なす方法が想定されていた（中間試案第 15 の 8）。しかし，その後の審議の経過において，債権
の場合の規律は設けないこととされた。
（39）　このような多元的処理の発想は，過渡的理論の域を出ないものである。折衷説と相対的取消
構成によって根拠付けられてきた明治 44 年判例以来の通説的理解そのものが，そもそもが理論
的な明確性を欠くものであったが，この点についての抜本的解決は今回の改正においても十分に
は果たすことができなかったというべきであろう。筆者としては，今後の詐害行為取消権法理は
受益者・転得者の下での強制執行を忍容する責任説的処理の方向に向かうものと理解しており，
それによって初めて詐害行為取消権の法的性質が明確なものとなると考えている。
